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第1章 　給与の基本制度

職員の給与に関しては、地方公務員法その他の法律によりいくつかの原則が定められているが、これらの諸原則は、給与の決定に関する原則と給与の支給に関する原則とに分けることができる。この章では、給与の決定及び支給に関しその基本制度を述べ、具体的な決定の方法及び支給の方法については第２章以下で述べることとする。
１　給与の決定
給与の決定に関しては、「職務給の原則」、「均衡の原則」及び「条例主義の原則」が定められている。
(1) 職務給の原則
職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならないこととされており、職務給の原則によるべきことが明らかにされている。（地公法24条）
(2) 均衡の原則
職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従業者の給与その他の事情を考慮して定めなければならないものとされている。（地公法24条）
(3) 条例主義の原則
職員の給与は、条例で定めることとされており、条例に基づかない限り、いかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならないこととされている。（地公法24条・25条）
なお、特例として市町村立学校職員については、その給与を都道府県が負担するものとされていること（給与負担法）にかんがみ、これらの職員の給与は、都道府県の条例で定めることとされている。（地教行法42条）
○　関係法令

地公法

(給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準)

第24条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

３　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

４　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

５　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。
(給与に関する条例及び給料額の決定)

第25条 職員の給与は、前条第6項の規定による給与に関する条例に基いて支給されなければならず、又、これに基かずには、いかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならない。

地教行法
第42条 (県費負担教職員の給与、勤務時間その他の勤務条件)

第43条 県費負担教職員の給与、勤務時間その他の勤務条件については、地方公務員法第24条第5項の規定により条例で定めるものとされている事項は、都道府県の条例で定める。

給与条例

(目的)

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下「法」という。)第24条第5項の規定に基づき、職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。

＜参考＞

給与の分類
へき地手当





給料(給料の調整額を含む。)





教職調整額(給料に相当する給与)





給料の特別調整額、管理職手当(職務給)





初任給調整手当(職務給)





扶養手当(生活給)





地域手当(生活給)





住居手当(生活給)





通勤手当(生活給)





単身赴任手当(生活給)





特殊勤務手当(勤務条件給)





特地勤務手当





(地域給)





特地勤務手当





へき地手当





に準ずる手当(地域給)





超過勤務手当





夜勤手当、休日給





宿日直手当





(勤務条件給)





管理職員特別勤務手当(勤務条件給)





期末手当(生活給)





勤勉手当(能率給)





寒冷地手当(地域給)





義務教育等教員特別手当(勤務条件給)





定時制通信教育手当(勤務条件給)





産業教育手当(勤務条件給)





(旅費は給与に含まれず(給与法3条3項)、地公法では勤務条件


とされているが、給与負担法では給与として扱われている。)





最広義の給与


(給与負担法)





在職中の給与





手当





退職時の給与





退職手当





給与





給与以外


の給付





年金(恩給)





共済給付





公務災害補償





旅費実費弁償
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